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第 30 回 新しい資本主義実現会議への意見 

日本商工会議所 

会頭 小林 健 

わが国経済は、停滞から成長への転換点にある。政府には、わが国経済が持続的な成長型

経済を実現できるよう、官民が一体となって取組んでいる以下諸政策を核とし、より一層

連携の上、推進願いたい。 

１．中小企業の稼ぐ力の強化による持続的な賃上げの原資確保 

（１）サプライチェーン全体での価格転嫁を商習慣化するための取組

・労務費転嫁指針の活用を含む取引適正化、価格転嫁対策の推進

（２）中小企業のイノベーションによる成長・生産性向上・賃上げに向けた取組

・省力化・デジタル化による生産性向上、人手不足感の強い業種での自動化技術の利用

拡大への支援

・設備投資や販路開拓による新たな付加価値の創造への支援

・海外展開・輸出拡大による海外需要の獲得への支援

・成長志向の中小企業による成長投資への支援

・財務基盤の強化に向けた法人税の設備投資減税や軽減措置延長

２．中小企業が自己変革に挑むための環境整備 

（１）円滑な事業承継の促進

・事業承継税制の拡充・恒久化

・Ｍ＆Ａを含めた事業承継施策の推進

（２）経営改善・事業再構築・再生・再チャレンジのための体制整備

・資金繰り支援などの強化（民間金融機関との連携促進も含めて）・早期相談体制の整備

・経営指導員数の拡充、能力開発支援、業務のＤＸ化等の相談体制の整備への支援

（３）人手不足下における新たな成長モデルへの変革

・省力化・デジタル化による生産性向上への支援

・従業員の能力開発・リスキリングへの支援

・若者・女性・シニア・外国人材などの活用への支援

・柔軟な働き方の推進による「少数精鋭の成長モデル」への自己変革への支援

３．地域に人と投資を呼び込む「稼ぐ力」の強化 

（１）高付加価値化を基軸とした観光地域づくりの推進

・農林水産資源・文化・自然・スポーツ等活用によるコンテンツ形成支援、地域一体とな

った観光戦略策定・実行支援、地方誘客に向けた交通網整備

（２）国内投資拡大に向けた地域スタートアップの促進

・地域イノベーションを生み出すエコシステム形成に資する専門人材の確保や多様な資

金調達手法を実現する環境整備

（３）2025 年大阪・関西万博の確実な成功と地域経済への波及
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